
平成30年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 47 事業No. 16

事務事業名 地域安全活動事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 危機管理室 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
  

  

  

法令・例規等
 安全都市宣言

○ 飯田市暴力団排除条例

 暴力団追放都市宣言

事業目的
対象 飯田地区防犯協会連合会および地域住民

意図 防犯講習・教室および防犯灯設置により、犯罪や事故の少ない安全・安心なまちづくりの構築を目指す。

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

暴力団排除に対する市民意識の向上を目指し、各種イベント実施などにより、暴排意識の浸透を図っていく必要があ

ります。また、特殊詐欺についても、継続的に被害が発生しているため、被害根絶に向け、更なる注意喚起が必要と

なっています。

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
・飯田地区防犯協会連合会、全国安全都市会議、長野県暴力追放

県民センターへの負担金・会費を支出するとともに、講習会・学

習会等を開催します。

・飯田市内防犯灯の管理・設置・修繕・移設を各地区まちづくり

委員会等へ委託し、その維持・管理・運用を行います。

飯田地区防犯協会連合会等の負担金・補助金 2,898

防犯灯光熱費 17,100

防犯灯維持管理業務委託費 11,060

駐在所借地料 111

  

  

  

  

  

その他の経費 196

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

計画
平成31年度

 
平成32年度

 
不審者侵入対応訓練等実施 回 30 30   

防犯講習・教室実施 回 20 20   

暴力追放活動 回 4 4   

地域防犯活動実施 回 45 45   

防犯灯管理委託 灯 6,443 6,535   

      

30年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 31,365 （そ）財産収入　111千円

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 111

一般財源 31,254

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 2 1
 
5  12

 
3

214

0
防火防犯一般経費

2    1 2 1
 
5  12

 
4

2,991

0
防火防犯活動費

3    1 2 1
 
5  12

 
5

28,160

0
防犯灯維持管理費

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 16 事業名  地域安全活動事業 危機管理室

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

防犯灯維持管理委

託
〇   × × × － － ○  

防犯灯新設 〇   × × × － － ○  

防犯講習会の開催 〇   ○ － ○ － － ○  

暴力追放相談・啓

発活動
〇   ○ － ○ － － ○  

安全大会開催 〇   ○ － ○ ○ － ○  

    

    

    

    

    

    

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況    

 

 

  

 

 

 



平成30年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 47 事業No. 38

事務事業名 地域・交通安全推進事業
会計 一般会計

事業区分 経常 実施区分 継続

担当課等名 危機管理室 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
  

  

  

法令・例規等
 安全都市宣言

○ 飯田市交通安全条例

  

事業目的
対象 飯田市交通指導員および各地区まちづくり委員会等の生活・交通安全部門担当者

意図
各地区における交通安全および防火防犯のリーダーとなってもらい、それぞれの活動により地域住民の意識の

高揚・浸透に向けた活動を行う。

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

交通安全に関しては、市内の交通事故件数が微増の中、高齢者が関係する交通事故数および全交通事故に対する比率

が増加し続けています。高齢者家庭訪問、安全教室等を実施し、意識醸成していく必要があります。また地域安全で

は、特殊詐欺被害等の増加が懸念されているため、飯田・下伊那地区特殊詐欺撲滅会議を通じ、警察、まちづくり委

員会等、金融機関等と連携、情報共有、情報発信等を行っていく必要があります。

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
・各地区に交通指導員を任命し、街頭指導の実施、交通指導所の

開設および各種イベント等の交通安全指導を行います。

・各地区まちづくり委員会等の生活安全活動に対する支援や助成

を行い、防犯パトロール、防犯診断、街頭啓発の活動を各団体と

連携し効率的に実施します。

交通指導員報酬 2,448

交通指導員装備品 366

信号機借地料 16

  

  

  

  

  

  

その他の経費 209

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

計画
平成31年度

 
平成32年度

 
防犯パトロール等実施 回 4 4   

防火広報実施 回 4 4   

街頭指導実施 回 100 100   
園児、小中学生向け交通安全教室実施 回 70 70   

イベント等における交通整理実施 回 9 9   

交通指導所開設 回 5 5   

30年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 3,039  

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 3,039

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 2 1
 

11  10
 
1

3,039

0
交通安全対策費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 38 事業名  地域・交通安全推進事業 危機管理室

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

防犯パトロール 〇   × － × － － ○  

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況    

 

 

  

 

 

 



平成30年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 47 事業No. 39

事務事業名 交通安全事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 危機管理室 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
○ 11 災害に備え、社会基盤を強化し、防災意識を高める

   

   

分野別計画
  

  

  

法令・例規等
 安全都市宣言

 飯田市交通安全条例

  

事業目的
対象 歩行者および自転車・自動車運転者等すべての道路利用者

意図
交通安全講話および交通指導所等の交通安全啓発活動により、市民の交通安全意識の高揚を図り、地域内交通

事故数の低減を目的とする。

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

市の交通事故発生件数・負傷者は微増の状況です。その中でも高齢者が関係する交通事故の件数および割合ともに増

加傾向にあります。高齢者事故発生地区を中心として、高齢者家庭訪問を継続的に実施していくとともに、車輌運転

者に対しても、各地区交通講話等により、幼児・児童など搭乗者を含めた交通安全に対する意識高揚を促していく必

要があります。

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
・交通安全への意識高揚に資する活動（交通安全講話、高齢者家

庭訪問、パトロールおよび人波作戦・指導所）を年間を通して展

開します。

・各地区の自主的な交通安全講習会を促す、交通安全講習会補助

金を交付します。

・次世代の交通安全リーダーおよび啓発活動メンバーとしての飯

田交通少年団の活動について、年間計画に基づき事業を実施しま

す。

交通安全啓発品購入費 514

交通安全講習会補助金 600

  

  

  

  

  

  

  

その他の経費 201

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

計画
平成31年度

 
平成32年度

 
交通弱者向け交通安全教室実施 回 110 110   

高齢者家庭訪問 戸 100 100   

交通安全パトロール・広報活動 回 80 80   

人波作戦・指導所実施 回 75 75   

交通少年団の活動 回 7 7   

シートベルト着用の啓発活動 回 6 6   

30年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 1,315  

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 1,315

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 2 1
 

11  10
 
2

1,315

0
交通安全事業費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 39 事業名  交通安全事業 危機管理室

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

交通安全教室の開

催
〇   ○ － ○ － － ○  

交通指導所開設 〇   × － × － － ○  

シートベルト着装

調査
〇   ○ － － － － ○  

交通安全パトロー

ル
〇   × － × × － ○  

    

    

    

    

    

    

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況    

 

 

  

 

 

 



平成30年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 47 事業No. 40

事務事業名 交通災害共済事業
会計 一般会計

事業区分 経常 実施区分 継続

担当課等名 危機管理室 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
  

  

  

法令・例規等
○ 長野県民交通災害共済条例

  

  

事業目的
対象 市民

意図 交通事故により市民が負傷した際、見舞金を支給し経済的負担を補填するもの。全市民の加入を目標とする。

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

交通災害共済加入率は全県的に減少傾向が続いており、市民の万が一の備えとして、また共済制度の継続の面からも

、加入率向上を図っていく必要があります。加入率向上には、情報共有などの点で今まで以上に各地区まちづくり委

員会等との連携が必須であり、制度や利点などの詳細情報を各団体と共有するとともに、全市民への情報提供を行っ

ていく必要があります。

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
・市内全世帯への交通災害共済の申込書およびチラシの配付を行

い加入を促進を行います。

・各地区自治組織への加入説明を実施するとともに、説明リーフ

レットを配布し、地区講演会等での加入促進及び各戸への呼びか

けを行います。

加入事務報償金 1,388

申込用紙、チラシ送付料 778

加入促進広告料 140

  

  

  

  

  

  

その他の経費 1,339

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

計画
平成31年度

 
平成32年度

 
共済加入者 人 51,000 51,000   

見舞金請求事務処理 件 120 120   

加入促進広報 回 3 3   

      

      

      

30年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 3,645 （そ）事務負担金　3,645千円

※長野県民交通災害共済組合より事務負担金として､一般会員１人当たり80円､学童会

員当たり１人20円と、チラシ印刷費として１枚５円の４万枚分が負担される。
国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 3,645

一般財源 0

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 2 1
 

11  11
 
1

3,645

0
交通災害共済費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 40 事業名  交通災害共済事業 危機管理室

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

加入促進チラシ作

製
〇   × × × × × －  

加入促進広報活動 〇   × × × × × －  

見舞金請求受付事

務
〇   × × × × × ○  

    

    

    

    

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況    

 

 

  

 

 

 



平成30年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 47 事業No. 41

事務事業名 交通安全施設整備事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 危機管理室 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
○ 11 災害に備え、社会基盤を強化し、防災意識を高める

   

   

分野別計画
 飯田市通学路安全対策アクションプログラム

  

  

法令・例規等
 安全都市宣言

 飯田市交通安全条例

  

事業目的
対象 児童、高齢者を重点対象とした全市民

意図 交通事故低減に資する交通環境整備

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

交通事故の防止と安全で快適な道路環境の整備・改善を図るため、また、増加傾向にある高齢者交通事故の抑止に向

けた生活道路対策および学童の交通被害撲滅に重点を置いた通学道路対策のため、ゾーン30を含む交通安全施設整備

を継続的に行っていく必要があります。

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
・各地区のまちづくり委員会等からの要望に基づき、緊急性およ

び危険性の高い箇所を重点的に整備を行います。

・平成24年度に策定した「飯田市通学路安全対策アクションプラ

ン」に基づき、まちづくり委員会等、小中学校、PTA、警察署､道

路管理者等の関係機関との連携により、ゾーン30の設置を推進し

ます。

交通安全施設設置・修繕 9,500

道路照明等電気料 3,225

ゾーン30設置 2,200

  

  

  

  

  

  

その他の経費 100

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

計画
平成31年度

 
平成32年度

 
施設整備 件 100 100   

ゾーン30設置 区域 1 1   

      

      

      

      

30年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 15,025  

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 15,025

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 2 1
 

12  10
 
1

8,200

0
交通安全施設整備費

2    1 2 1
 

12  10
 
2

6,825

0
交通安全施設一般経費

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 41 事業名  交通安全施設整備事業 危機管理室

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

道路標識、表示の

整備
〇   ○ × × － － ○  

    

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況    

 

 

  

 

 

 



平成30年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 47 事業No. 70

事務事業名 災害見舞金・弔慰金等支給事業
会計 一般会計

事業区分 経常 実施区分 継続

担当課等名 危機管理室 開始 S45 終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
  

  

  

法令・例規等
○ 飯田市災害見舞金等支給条例（昭和45年条例第39号）

  

  

事業目的
対象 火災・自然災害等の被災市民

意図 見舞い、弔意

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

被災された市民の生活状況等を考慮しつつ、速やかな見舞金及び弔慰金の支給が求められています。

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
・日本赤十字社長野県支部飯田市地区や関係機関と協力し、自然

災害、火災等の状況を的確に把握し、被災された市民に対し見舞

金等を支給します。

見舞金 560

弔慰金 200

  

  

  

  

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

計画
平成31年度

 
平成32年度

 
見舞金等支給 件 18 18   

      

      

      

      

      

30年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 760  

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 760

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 3 1
 
2  10

 
2

760

0
災害見舞金給付事業費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 70 事業名  災害見舞金・弔慰金等支給事業 危機管理室

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －      

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況    

 

 

  

 

 

 



平成30年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 47 事業No. 261

事務事業名 常備消防事業
会計 一般会計

事業区分 経常 実施区分 継続

担当課等名 危機管理室 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
○ 第11次消防力（消防団）整備計画

  

  

法令・例規等
 飯田市消防委員会条例

  

  

事業目的
対象 市民、行路旅人を含めた市内滞在者

意図 安全安心に寄与する

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

現在、長野県消防防災ヘリコプターは、平成29年３月に発生した不慮の事故により機能が失われており、隣接県、長

野県警察、自衛隊等の応援により対応しています。林野火災対応などでは多大な威力を発揮することからも、運行再

開に向けての取組が進められています。また、大きな被害が想定される南海トラフ地震をはじめとする広域多発災害

における緊急消防援助隊などの出動を含め航空隊との連携はこれまで以上に強化する必要があります。

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
・常備消防運営の負担金を支出するとともに、連携強化を図りま

す。

・常備消防体制維持の一環として県消防防災航空隊派遣消防吏員

人件費を支出します。

・消防行政の円滑な運営を図るため、消防委員会において審議を

重ねていきます。

県消防防災航空隊派遣消防吏員人件費 2,901

消防委員報酬 94

  

  

  

  

  

  

  

その他の経費 20

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

計画
平成31年度

 
平成32年度

 
消防委員会の開催 回 2 2   

      

      

      

      

      

30年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 3,015  

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 3,015

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 9 1
 
1  10

 
1

3,015

0
常備消防一般経費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 261 事業名  常備消防事業 危機管理室

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －      

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況    

 

 

  

 

 

 



平成30年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 47 事業No. 262

事務事業名 非常備消防事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 危機管理室 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
○ 11 災害に備え、社会基盤を強化し、防災意識を高める

   

   

分野別計画
 第11次消防力（消防団）整備計画

  

  

法令・例規等
 消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律

 消防団員の装備の基準

  

事業目的
対象 消防団員

意図 消防団員の安全装備品の充実を行う

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

団員の安全装備品の充実を図り、活動に支障をきたすことがないよう、安全で魅力ある消防団を目指します。

消防団に期待される活動が多様化している一方で、団員不足等は深刻な課題であり、事業内容の見直し等消防団の自

助努力以外にも、団員の福利厚生の向上などが求められています。

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
・第11次消防力（消防団）計画の３年目に当たり、継続して消防

団員の安全装備品の整備を行います。

・消防団における日常的な災害対応はもとより、期待される活動

を具現化するため、安全装備品の充実を図ります。

・消防団員の災害・訓練活動運営経費、研修費用及び消防団等公

務災害補償等共済への加入など、消防団活動の充実を図ります。

・消防団詰所の維持管理を適正に行います。

需用費 21,008

役務費（自賠責保険等） 2,516

委託料(デジタル無線設備管理・合併浄化槽等） 5,294

使用料及び賃貸料 5,330

公課費（自動車重量税） 862

共済費 28,736

報償費（退職報償金） 35,777

負担金補助及び交付金 102,759

  

その他の経費 1,969

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

計画
平成31年度

 
平成32年度

 
耐切創性手袋 双 270 270   

防火衣 着 29 28   

防火長靴 足 59 54   

トランシーバー 台 18 15   

      

      

30年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 204,251 （そ）消防団員等公務災害補償金　350千円

（そ）消防団員等退職報償金　31,964千円

（そ）消防施設使用料　238千円
国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 32,552

一般財源 171,699

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 9 1
 
2  10

 
1

21,494

0
非常備消防一般経費

2    1 9 1
 
2  11

 
1

182,757

0
消防団運営事業費

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 262 事業名  非常備消防事業 危機管理室

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

消防団員確保イベ

ント広報
〇   × － × － － －  

活動資機材の購入 〇   × × × － － －  

消防団活動支援 〇   － － － － － －  

    

    

    

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況    

 

 

  

 

 

 



平成30年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 47 事業No. 263

事務事業名 消防施設整備事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 危機管理室 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
○ 第11次消防力（消防団）整備計画

  

  

法令・例規等
 消防法

 動力消防ポンプの技術上の規格を定める省令

  

事業目的
対象 市民の生命と財産及び消防団員

意図 地域防災力向上につなげるため、よりよい機関機材の更新整備及び耐震貯水槽の適正配置

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

消防団によせられる災害対応へのさらなる期待に確実に応えるため、多機能型小型動力ポンプ付積載車の導入や団員

の安全確保のための装備充実は必要不可欠となっています。あわせて、救助資機材の取扱い訓練、資格取得による団

員育成、広域消防との連携による「チャレンジ防災４８」等を活用した訓練等を通じて、団員のスキルアップを図る

ことが必要とされています。耐震貯水槽の設置については、その機能を適切に発揮できるよう計画的な配置が求めら

れています。

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
・第11次消防力（消防団）整備計画に基づき、車両更新（消防自

動車：橋北）（小型動力ポンプ付積載車：中西・舟渡・毛呂窪）

（小型動力ポンプ付搬送車：上虎岩）整備を行います。

・消防団における人材育成として、応急手当普及員の資格取得や

同資格再講習の受講などを積極的に推進し、継続的な消防体制強

化を図ります。

・水災害等による現場対応として、救命胴衣の配備を行います。

※耐震貯水槽は隔年設置

消防自動車更新（１台） 16,700

小型動力ポンプ付積載車(３台） 29,400

小型動力ポンプ付搬送車（１台） 5,700

救急訓練用ダミー 464

救命胴衣 588

詰所修繕料 1,500

消火栓表示業務委託料 225

防火水槽補修工事費 1,070

詰所改築工事費（第16分団本部詰所） 29,000

その他の経費 110

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

計画
平成31年度

 
平成32年度

 
耐震貯水槽 基 2    

車両更新 台 4 5   

救急訓練用ダミー 体 1 1   

救助用ボート 艘 1    

消防詰所建替 棟  1   

救命胴衣 着  80   

30年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 84,757 （地）緊急防災・減災事業債（充当率100％）　80,500千円

（そ）コミュニティ助成事業　1,000千円国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 80,500

その他 1,000

一般財源 3,257

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 9 1
 
3  11

 
2

52,852

0
消防体制強化整備事業費（単独）

2    1 9 1
 
3  11

 
3

30,600

0
消防団詰所整備事業費

3    1 9 1
 
3  11

 
5

1,305

0
消防用施設整備事業費

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 263 事業名  消防施設整備事業 危機管理室

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

消防自動車、ポン

プ車等整備
〇   × － × × － ×  

耐震貯水槽の整備 〇   × × － × － ×  

救助用品整備 〇   － － × － － －  

防火貯水槽補修事

業
〇   － × － － － ×  

消火栓表示維持管

理
〇   × × － － － ×  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況    

 

 

  

 

 

 



平成30年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 47 事業No. 264

事務事業名 水防対策事業
会計 一般会計

事業区分 経常 実施区分 継続

担当課等名 危機管理室 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
 飯田市水防計画

  

  

法令・例規等
○ 水防法

  

  

事業目的
対象 市民の生命と財産

意図 風水害から生命と財産を守る

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

水防倉庫は、棟数が多い上に老朽化も進んでおり、日常的な管理に工数がかかる事業となっています。

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
・水防資機材の補充、水防倉庫の維持管理を通じて、風水害への

備えを推進していきます。
水防資機材消耗品 184

水防倉庫等修繕 40

水防倉庫建物総合損害共済保険料 13

水防倉庫敷地借地料 116

  

  

  

  

  

その他の経費 49

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

計画
平成31年度

 
平成32年度

 
維持管理対象水防倉庫 棟 22 22   

      

      

      

      

      

30年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 402  

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 402

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 9 1
 
4  10

 
1

402

0
水防費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 264 事業名  水防対策事業 危機管理室

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

水防資機材の購入 〇   － × － － × ○  

水防倉庫の維持管

理
〇   × × － － × ○  

    

    

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況    

 

 

  

 

 

 



平成30年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 47 事業No. 265

事務事業名 災害対策事業
会計 一般会計

事業区分 経常 実施区分 継続

担当課等名 危機管理室 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
○ 飯田市地域防災計画

 飯田市国民保護計画

  

法令・例規等
 災害対策基本法

 災害救助法

 国民保護法

事業目的
対象 市民の生命と財産

意図 自然災害や危機事案による死者ゼロを目指す

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

地震等の自然災害や諸外国からの脅威等から市民の生命と財産を守るためには、迅速且つ的確な情報収集及び情報発

信が必要です。

そのため、防災行政無線をはじめとする各種情報機器を導入するとともに、いつでも、正確に作動するよう常日頃か

らの維持管理が非常に重要な業務となっています。

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
・飯田市地域防災計画に基づき、既存の情報収集・情報提供シス

テムの維持管理を適宜行うとともに、国・県等防災計画の変更に

伴う同計画の修正を的確に実施します。

・大規模災害に備え消防職員ＯＢを防災専門員として任用し、各

種の防災学習会等に派遣するとともに、備蓄倉庫や指定避難所と

なる小中学校の備蓄倉庫にある資機材の維持管理業務を適切に行

います。

・J-ALERT（全国瞬時警報システム）、CATV網やコミュニティFMを

利用した情報提供ツールの維持管理を継続的に行います。

・武力攻撃事態等が発生した際に、その被害を最小化するため､必

要に応じ訓練等を行います。

防災会議委員報酬 61

防災行政無線電気料 1,815

防災行政無線等修繕料 923

震度計・フリーダイヤル・CFM光回線等電話料 1,494

防災行政無線保守業務委託料 8,668

災害情報提供システム保守委託料 1,649

防災支援業務委託料 1,361

情報発信システム使用料 0

防災専門員他賃金 4,558

その他の経費 4,617

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

計画
平成31年度

 
平成32年度

 
J-ALERTによる告知配信訓練 回 1 1   

J-ALERT連携による情報配信訓練 回 3 3   

同報系防災行政無線の保守・管理 基 281 282   

防災倉庫の備蓄品点検・管理 箇所 31 31   

      

      

30年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 25,146  

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 25,146

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 9 1
 
5  10

 
1

25,146

0
災害対策一般経費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 265 事業名  災害対策事業 危機管理室

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

防災無線管理 〇   × － － － － ○  

防災施設維持管理 〇   × × － － － ○  

災害情報提供シス

テムの維持管理
  〇 × ○ － － － ○  

    

    

    

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況    

 

 

  

 

 

 



平成30年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 47 事業No. 266

事務事業名 防災対策推進事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 危機管理室 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
○ 11 災害に備え、社会基盤を強化し、防災意識を高める

   

   

分野別計画
 飯田市地域防災計画

 飯田市水防計画

  

法令・例規等
 災害対策基本法、災害救助法

 水防法、土砂災害防止法

  

事業目的
対象 市民の生命と財産

意図 自然災害や危機事案による死者ゼロを目指す

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

防災情報発信の要となる防災行政無線の更新、被災者支援システムの構築などが早急に対応すべき課題となっている

ほか、防災資機材や備蓄品の充実及び維持・更新を計画的に行っていくことが必要となっています。自主防災組織に

よる防災資機材の整備についても、地区防災計画に基づく着実な整備が求められています。住宅の耐震化に関しては

、より効果的な補助制度構築が強く求められています。

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
・防災行政無線の更新を計画的に進めます。

・被災者生活再建支援システムを導入し、平時には近隣町村と訓

練等で活用するほか、災害時には迅速な被害家屋調査の実施とり

災証明書の発行を行います。

・防災備蓄資機材の更新等を計画的に進めるとともに、自主防災

組織による防災資機材の購入等に対する補助金交付を継続的に実

施します。

・住宅の耐震化を進めるため、補助金を継続するほか、柔軟な補

助制度構築に向けた関係機関への働きかけを強化します。

防災行政無線デジタル化整備工事 103,610

被災者生活再建システム構築 0

テレビプッシュ型情報配信システム構築 0

自主防災会育成事業 10,250

災害対策備蓄事業 2,649

住宅倒壊防止対策事業 24,255

防災行政無線受信アプリ導入 0

J-ALERT更新 2,798

統合型GIS災害管理機能追加 0

その他の経費 3,802

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

計画
平成31年度

 
平成32年度

 
防災ハザードマップ更新地区 地区 4    

防災資機材整備補助金交付地区 地区 20 20   

精密耐震診断実施件数 件 55 55   

耐震改修等実施件数 件 20 20   

同報系防災行政無線整備子局数 基  3   

      

30年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 147,364 （国）社会資本整備総合交付金　11,860千円

（県）住宅・建築物耐震改修促進事業補助金　5,930千円

（地）緊急防災・減災事業債（充当率100％）　106,300千円

（そ）コミュニティ助成事業　2,000千円

国庫支出金 11,860

県支出金 5,930

地方債 106,300

その他 2,000

一般財源 21,274

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 9 1
 
5  10

 
2

10,250

0
自主防災会育成事業費

2    1 9 1
 
5  10

 
6

2,649

0
災害対策備蓄事業費

3    1 9 1
 
5  10

 
13

24,255

0
住宅倒壊防止対策事業費

4    1 9 1
 
5  10

 
15

110,210

0
防災対策推進事業費

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 266 事業名  防災対策推進事業 危機管理室

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

防災訓練 〇   × × － － × ×  

自主防災会による

防災資機材購入
〇   － × － － × －  

防災備蓄資機材の

購入
〇   － × － － × －  

住宅等の耐震改修

等
〇   × ○ × － × ○  

    

    

    

    

    

    

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況    

 

 

  

 

 

 



平成30年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 47 事業No. 373

事務事業名 飯田市営駐車場事業
会計 駐車場特別会計

事業区分 経常 実施区分 継続

担当課等名 危機管理室 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
  

  

  

法令・例規等
○ 飯田市営駐車場条例

  

  

事業目的
対象 買い物・観光・娯楽および通勤等で旧市街地を訪れる自動車利用者

意図 利用者ニーズに沿った駐車場運営を行い、市街地の活性化および違法駐車等の排除を目指す。

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

長引く景気の低迷や変化する消費者ニーズの影響に加え、近隣民間駐車場の増加などにより、利用者数が減少傾向に

あります。利便性の高い駐車場運営に必要な財源を確保するため、利用データの収集分析を行い、更なる環境整備お

よび料金設定見直しなどの施策を実施していく必要があります。

30年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
・駐車場運営に係る、施設管理、改修、サービス券管理・販売、

警備委託等を実施します。

・駐車場運営の安定化のため、駐車場利用統計データの経営的な

分析を行うとともに、その結果を踏まえながら、環境整備等の必

要施策の検討を行います。

駐車場管理業務委託料 22,115

管理システム借上料 1,915

施設設備保守点検業務委託料 3,276

施設改修工事費 1,507

駐車場事業基金積立金 5,504

消耗品購入費 3,264

  

  

  

その他の経費 32,919

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

計画
平成31年度

 
平成32年度

 
駅前駐車場年間利用台数（駐車枠72台） 台 90,000 90,000   
中央駐車場年間利用台数（駐車枠100台） 台 200,000 200,000   
本町駐車場年間利用台数（駐車枠81台） 台 100,000 100,000   
扇町駐車場年間利用台数（駐車枠35台） 台 60,000 60,000   
駅西駐車場契約台数（月極駐車枠81台） 台 67 67   
扇町駐車場契約台数（月極駐車枠16台） 台 16 16   

30年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 70,500 （そ）基金利子　504千円

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 504

一般財源 69,996

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    7 1 1
 
1  1

 
1

23,121

0
人件費

2    7 1 1
 
1  10

 
1

41,775

0
一般管理費

3    7 3 1
 
1  10

 
1

5,504

0
駐車場事業基金積立金

4    7 4 1
 
1  10

 
1

100

0
予備費

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 373 事業名  飯田市営駐車場事業 危機管理室

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

電気の消費 〇   × － × － × －  

火災・倒壊・停電   〇 × × － － － －  

石柚類の流出   〇 × － × － × －  

    

    

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況    

 

 

  

 

 

 


